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災害時における被災者支援のための行政書士業務に関する協定書 

 

北海道（以下「甲」という。）と北海道行政書士会（以下「乙」という。）は、北海道内におい

て、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に定める地震、風水害その他の災害が発生し

た場合（以下、「災害時」という。）における、被災者支援のための行政書士業務（以下、「行政

書士業務」という。）に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （目的) 

第１条 この協定は、災害時において、甲の要請に基づき乙が実施する行政書士業務について、

必要な事項を定める。 

 （協力要請） 

第２条 甲が災害時に災害対策本部を設置した場合、又は市町村から甲に対して支援の要請があ

った場合において、行政書士業務の必要が生じたときは、乙に対して協力を要請するものとす

る。 

 （行政書士業務の範囲） 

第３条 甲の要請により乙及び乙の会員が行う行政書士業務は、行政書士法（昭和２６年法律第

４号）第１条の２及び第１条の３に定める業務、並びに同業務を実施するために必要となる次

に掲げる業務とする。 

 (1)  乙による被災者支援相談センターの開設 

 (2)  道又は市町村への乙の会員の派遣 

 (3)  その他甲が必要と認める業務 

 （要請手続等） 

第４条 第２条の要請は、「協力要請書」（別紙様式第１）により行うものとする。ただし、文書

をもって要請するいとまがないときは、電話等で要請し、その後、速やかに文書を提出するも

のとする。 

２ 乙は、第１項の要請を受けたときは、速やかに「協力要請確認書」（別紙様式第２）を提出

するとともに、その要請を実施するために必要な措置を講じるものとする。 

３ 乙は、要請を受けた行政書士業務が終了したときは、速やかに「協力結果報告書」（別紙様

式第３）により、甲に報告するものとする。 

 （費用負担） 

第５条 甲の要請による行政書士業務で必要となった経費は、原則として乙が負担するものとす

る。ただし、これにより難い場合は、甲、乙の協議によるものとする。 

 （相談者の費用負担） 

第６条 甲の要請による行政書士業務において、相談者は負担を負わない。ただし、行政書士業

務上生じる印紙、証紙、登録免許税、官公署納付金等は相談者の負担とする。 

 



 （損害の補償） 

第７条 甲の要請による行政書士業務により、乙、乙の会員、又は第三者に生じた損害の補償は、

乙の責任において行うものとする。 

 （連絡体制及び情報交換） 

第８条 甲及び乙は、この協定を円滑に遂行するために連絡体制を確立し、協定締結後速やかに

「連絡責任者届」（別紙様式第４）を相互に交換するとともに、平常時から防災に関する情報

交換を行うものとする。 

 （協定の有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は協定締結の日から起算して１年間とする。ただし、有効期間満了

の日の前に、甲、乙いずれも解約又は変更の意思表示がないときは、１年間延長されるもの

とし、以後も同様とする。 

 （協定の解約、変更） 

第 10 条 この協定は、甲、乙のいずれか一方の申し出があったときは、甲乙協議して、協定の

解約若しくは変更をすることができるものとする。 

（協議） 

第 11 条 この協定に定めがない事項又はこの協定に定める事項に疑義が生じたときは、その都

度、甲、乙協議して定めるものとする。 

 

   この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名の上、各自１通を保有するも

のとする。 

 

平成２６年１月２９日 

 

 

 

甲 北海道 

北 海 道 知 事   高橋 はるみ 

 

  

 

               北海道札幌市中央区北１条西１０丁目１番６ 

             乙 北海道行政書士会 

               会  長   吉村 学 

 



別紙様式第１ 

 

協 力 要 請 書 

 

平成  年  月  日 

 

  北海道行政書士会会長  様 

 

北海道知事 

 

 

「災害時における被災者支援のための行政書士業務に関する協定書」第４条第１項の規定に基

づき、次のとおり協力を要請します。 

記 

要 請 担 当 者 

氏 名 ・ 連 絡 先 

所 属 

職 名 

氏 名            連絡先            

電話等によった 

場合の要請日時 

平成   年   月   日（  ）   時  分頃 

依頼手法（             ） 

要 請 内 容   

 
場    所 

 

期    間 平成  年  月  日 ～平成  年  月  日 

特 記 事 項 

 

 

 

 

 



別紙様式第２ 

協 力 要 請 確 認 書 

平成  年  月  日 

  北海道知事  様 

北海道行政書士会会長 

 

「災害時における被災者支援のための行政書士業務に関する協定書」第４条第２項の規定に基

づき、次のとおり提出します。 

記 

要請への回答 

 協力要請書に基づき下欄により実施します。 

 なお、☑の項目については、協議を要します。 

 場    所  

 期    間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 

 
派 遣 時 間 

午前

   時   分 ～

 午前

   時   分 

午後           午後 

 派 遣 人 数 
１日当たり         人 

延べ            人      

 特 記 事 項  

 
協力担当者 

氏名・連絡先 

所 属 

職 名 

氏 名            連絡先         

※該当項目に☑を付す。 

 

 



別紙様式第３ 

協 力 結 果 報 告 書 

平成  年  月  日 

  北海道知事  様 

北海道行政書士会会長 

 

「災害時における被災者支援のための行政書士業務に関する協定書」第４条第３項の規定に基

づき、次のとおり報告します。 

記 

期    間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

派 遣 時 間 

午前

   時   分 ～

 午前

   時   分 

午後           午後 

派 遣 人 数 １日当たり      人     延べ       人 

 

 

   

対応者氏名   

（期間   月  日～  月  日） 

（期間   月  日～  月  日） 

（期間   月  日～  月  日） 

相 談 件 数 件 

 主な相談内容 

 

               に関すること      件 

 

               に関すること      件 

 

               に関すること      件 

相談業務実施 

に係る課題等 
 

※「対応者氏名」、「主な相談内容」、「相談業務実施に係る課題等」については、枠内に記載 

出来ない場合は別紙とすること。 

  



別紙様式第４ 

連絡責任者届 

平成  年  月  日 

団体名                      

 

１．連絡先 

（第１連絡先） 

担 当 部 署  

役職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

携  帯  

Ｆ Ａ Ｘ  

 

 

（第２連絡先） 

担 当 部 署  

役職・氏名   

Ｔ Ｅ Ｌ  

携  帯  

Ｆ Ａ Ｘ  

 

 

（第３連絡先） 

担 当 部 署  

役職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

携  帯  

Ｆ Ａ Ｘ  

 

２．勤務時間外及び休日の連絡先 

                                   

 

（目的外使用禁止） 

「災害時における被災者支援のための行政書士業務に関する協定書」に定める活動に使用

を限ること。 



 











 

災害時における相談業務の応援に関する協定 

 

 北海道（以下「甲」という。）と北海道弁護士会連合会、北海道ブロック司法書士協議会、公益社団法

人北海道不動産鑑定士協会、日本公認会計士協会北海道会、日本土地家屋調査士会連合会北海道ブロック

協議会、北海道税理士会、北海道行政書士会（以下、当該７団体を「乙」という。）とは、災害時におけ

る相談業務の応援に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、北海道に地震、風水害その他による災害が発生した場合において、甲が、乙に対し

て要請する相談業務の応援に関し、必要な事項を定める。 

 

（応援の要請） 

第２条 甲は、次に掲げる場合において、甲が必要と認めるときは、乙に対して、相談業務応援要請書

（別記第１号様式）により相談業務に従事する者（以下「相談業務従事者」という。）の派遣を要請す

るものとする。 

（１）甲が乙の応援による相談会（以下「相談会」という。）を開催する場合 

（２）甲が市町村から、市町村が開催する相談会において相談業務従事者の派遣要請を受けた場合 

（３）その他、相談業務について乙の応援が必要な場合 

２ 乙は、甲から応援の要請を受けた場合は、速やかに乙の各士業（会員）の中から相談業務従事者を選

出し、甲に対して応援要請対応確認書（別記第２号様式）により回答するとともに、甲が指定する相

談窓口に派遣するものとする。 

 

（応援の期間） 

第３条 甲の応援要請に基づき、乙が相談業務従事者を派遣する期間は、相談需要等に応じて、甲乙協議

の上定めるものとする。 

２ 相談業務の期間が終了した場合は、乙は速やかに甲に対して業務報告書（別記第３号様式）により相

談結果を報告するものとする。 

 

（相談業務従事者の業務内容） 

第４条 相談業務従事者は、乙の各士業（会員）の専門性を要する内容の相談業務を行うものとする。 

２ 相談業務従事者は、前項の相談業務の実施状況を、派遣先相談窓口を開設している責任者へ定期的に

報告するものとする。 

 

（相談業務に関する調整） 

第５条 前条の相談業務の実施に当たり広報及び会場の確保など必要な関係機関との連絡調整は、原則

として甲又は甲に相談業務従事者の派遣を要請した市町村において実施するものとする。 

 

（相談者の費用負担） 

第６条 第２条の相談業務は無償とし、甲及び乙は相談者に費用負担を求めないものとする。 

 



 

（経費負担） 

第７条 乙は、甲に対し相談業務に要する報酬その他の経費は請求しないものとする。ただし、これによ

り難い場合は、甲乙協議によるものとする。 

 

（協力体制の構築） 

第８条 甲及び乙は、この協定に基づく応援業務に関する連絡責任者を選定し、相互に通知するものと

し、変更があった場合も同様とする。 

２ 乙は、本協定に定める事項を円滑に推進するため、甲が行う防災訓練への参加に努めるなど防災意識

を高め緊急時に備えるものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結から平成３０年３月３１日までとする。ただし、有効期間満了

の日の３０日前までに、甲又は乙から文書により相手方に対して異議の申し出がないときは、有効期

間満了の日の翌日から起算して１年間この協定を延長するものとし、その後もまた同様とする。 

 

（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度甲乙協議し

て定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を８通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所有する。 

 

 平成 ２９年  ６月  ２日 

 

 

甲 北海道 

 

  北海道知事  高橋 はるみ 

 

 

乙 北海道弁護士会連合会 

 

  理 事 長  愛須 一史 

 

 

乙 北海道ブロック司法書士協議会 

 

  会   長  猿田 史典 

 

 

 



 

乙 公益社団法人北海道不動産鑑定士協会 

 

  会   長  木野村 英六 

 

 

乙 日本公認会計士協会北海道会 

 

  会   長  富樫 正浩 

 

 

乙 日本土地家屋調査士会連合会北海道ブロック協議会 

 

  会   長  辻 雅已 

 

 

乙 北海道税理士会 

 

  会   長  金坂 和正 

 

 

乙 北海道行政書士会 

 

  会   長  宮元 仁 

 

 

 

 

 



災害時における物資の供給に関する協定

北海道（以下「甲」という。）と丸玉産業株式会社（以下「乙」という。）は、北海
道内に地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害
時」という。）の災害応急対策に必要となる物資の供給に関し、次のとおり協定を締結
する。

（趣旨）
第１条 この協定は、災害時において、甲が乙と協力して、物資を迅速かつ円滑に被災

地に供給するために必要な事項を定めるものとする。
（協力事項の発効）

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が次に掲げる場合におい
て、乙に対して要請を行ったときに発効するものとする。
(1) 甲が災害対策本部を設置し、甲の地域に災害救助法が適用されるなど大規模かつ

長期間の住民避難が予想されるとき。
(2) 道内の被災市町村から物資の供給要請があるとき。
(3) その他、物資の供給について、乙の支援が必要であるとき。
（供給等の協力要請）

第３条 甲は、災害時において物資を調達する必要があると認めるときは、乙に調達が
可能な物資の供給を要請することができる。
（調達物資の範囲）

第４条 甲が、乙に供給を要請する物資の範囲は、次に掲げるもののうち、乙が調達可
能な物資とする。
(1) 合板
(2) その他甲が指定する物資
（費用の負担）

第５条 乙がこの協定に基づき供給した物資の代金及び乙が行った運搬等に要する費用
（以下「費用等」という。）は、甲又は甲に物資の供給を要請した市町村が負担する
ものとする。

２ 費用等は、災害発生時の直前における提供物資の販売価格等を基準とし、甲と乙が
協議の上速やかに決定する。
（情報交換等）

第６条 甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び物資の供給等について情報交換を行
うなど、災害時に備えるものとする。
（実施細目の作成及び協議）

第７条 この協定に基づく要請、報告に係る文書の様式その他のこの協定の実施に当た
っての詳細については、別途甲と乙で定めるものとする。

２ その他この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合には、甲乙協議
の上決定するものとする。
（有効期間）

第８条 この協定は、締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協
定の終了を通知するまでの間、その効力を有するものとする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方署名の上、各自１通を保
有する。

平成２９年 ８月２３日

甲 北 海 道

北海道知事

乙 網走郡津別町字新町７番地
丸玉産業株式会社

代表取締役社長



大規模災害時における相互協力に関する基本協定 

 

 北海道（以下「甲」という。）、北海道電力株式会社（以下「乙」という。）及び

北海道電力ネットワーク株式会社（以下「丙」という。）は、大規模災害等が発生又

は発生するおそれがある場合の相互協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模災害等が発生又は発生するおそれがある場合に、甲、乙及

び丙が相互に協力を行い、迅速かつ的確に対応することにより、住民生活の早

期安定を図ることを目的とする。 

 

（災害発生時の情報共有） 

第２条 乙及び丙は、大規模災害等が発生又は発生するおそれがある場合には、甲が

設置する災害対策本部へ情報連絡員を派遣するとともに、甲、乙及び丙で相互

に連絡体制を確立し、連携して停電情報等必要な情報の共有に努めるものとす

る。 

２ 甲、乙及び丙が共有する主な情報は次の各号に定める。 

（１）乙及び丙が甲に提供する情報 

ア 停電発生時間、停電地域、停電軒数、停電の原因、停電復旧作業の状   

 況及び見込み 

イ 知り得た道路・河川の被害及び樹木倒壊の状況 

（２）甲が乙及び丙に提供する情報 

ア 知り得た道路・河川の被害及び樹木倒壊の状況 

イ 住民から提供された停電情報 

ウ 道路啓開、樹木・土砂等の除去状況 

エ 住民が避難している地域、甲が把握している避難場所等 

 

（復旧における相互協力） 

第３条 甲、乙及び丙は、災害活動等に関する作業の実施にあたり、自らだけでは対

応が困難な場合は、それぞれがもつ施設・敷地・資機材・物資・人材等の資源

提供について可能な範囲で相互に協力を行う。 

 

（連絡体制の確立） 

第４条 甲、乙及び丙は、第２条に定める情報共有を迅速に行うため、連絡体制を確

立する。 

２ 乙及び丙は、甲との連絡体制を毎年４月に確認することとし、変更があった

場合には、直ちに相手方に報告するものとする。 

 

（連携訓練等の実施） 

第５条 甲、乙及び丙は、この協定に定める内容を大規模災害等が発生又は発生する

おそれがある場合に円滑に行うため、連携訓練等を原則として年１回以上実施

するものとする。 

    なお、訓練内容等については、甲、乙及び丙で協議のうえ決定する。 

 

（重要施設の優先供給） 

第６条 電力供給を優先すべき重要施設は、次のとおりとし、甲は施設リストを乙及

び丙に提供する。 



（１）生命の危険に直結する医療施設等 

（２）福祉避難所として開設されている施設 

（３）災害対応の中枢機能となる甲及び市町村等が設置する災害対策本部が存

在する施設 

  ２ 乙及び丙は、電力復旧計画の策定にあたっては、前項各号に掲げる重要施設

の優先復旧について十分に配慮しなければならない。ただし、優先順位に沿っ

た電力復旧が困難な場合は、甲へ報告のうえ、双方で調整を図ることとする。 

 

（秘密の保持） 

第７条 甲、乙及び丙は、この協定に基づく活動を通じて知り得た秘密情報を他人に

開示又は漏えいしてはならない。 

 

（他の協定等との関係） 

第８条 この協定は、甲、乙及び丙が既に締結している他の相互協力等に関する協定

等に基づく協力内容を妨げるものではない。 

 

（協定の有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結日から１年間とする。 

なお、協定期間が満了する１か月前までに甲、乙及び丙のいずれからも変更

又は解除の申し出がない場合は、この協定期間満了の日の翌日から更に１年間

継続するものとし、以降も同様とする。 

 

（細目協定等の締結） 

第10条 この協定の各条項に定める甲、乙及び丙の役割や具体的な実施事項等につい

ては、甲、乙及び丙の合意により別途細目協定又は覚書を作成し保有するもの

とする。 

 

（協議） 

第11条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙

及び丙で協議のうえ決定するものとする。 

 

この協定を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙でそれぞれ記名押印のう

え、各自１通を保有する。 

 

 

令和３年８月31日 

 

甲  北海道知事     鈴 木  直 道 

 

 

 

乙  北海道電力株式会社 

            取締役社長    藤 井  裕 

 

 

            丙  北海道電力ネットワーク株式会社 

                取締役社長    藪 下  裕 己 



大規模災害時における樹木・土砂などの障害物（電力設備を除く）
の除去作業の支援に関する細目協定 

 

 

この細目協定は、北海道（以下「甲」という。）、北海道電力株式会社（以下

「乙」という。）及び北海道電力ネットワーク株式会社（以下「丙」という。）間に

て令和３年８月３１日に締結した「大規模災害時における相互協力に関する基本協定」

第１０条に基づき、乙及び丙が一体となって行う停電復旧作業のうち樹木・土砂など

の障害物（電力設備を除く）の除去作業にかかる甲の支援に関して、必要な事項を定

めるものである。 

 

（対象区域） 

第１条 停電復旧作業のうち樹木・土砂などの障害物（電力設備を除く）の除去作業

（以下「樹木等除去作業」という。）の支援の対象とする区域は、甲が管理す

る道道の道路区域及び必要に応じその周辺の区域とする。 

 

（対象作業） 

第２条 樹木等除去作業の支援の対象とする作業は、乙及び丙が行う停電復旧作業の

うち樹木・土砂などの障害物（電力設備を除く）の除去作業とする。 

   

（要請の手続き） 

第３条 乙及び丙は、甲に対して樹木等除去作業の支援を要請する場合は、あらかじ

め次に掲げる事項を明示した「大規模災害時における停電復旧作業の支援要請

書」（別紙第１号様式）を提出するものとする。ただし、文書をもって要請す

るいとまがないときは、口頭又は電話で要請できることとし、その後、速やか

に文書を送付するものとする。 

（１）被災の状況 

（２）場所（住所、地図） 

（３）作業内容 

（４）作業希望日時 

（５）現地連絡責任者及び電話番号 

（６）その他必要な事項 

 

（可否の判断） 

第４条 甲は、乙及び丙から樹木等除去作業の支援の要請を受けた場合は、前条の各

号に定める事項及び道路管理者として優先すべき道道の復旧等他の業務の状況

等により、支援の可否を判断するものとし、支援が可能な場合は、作業実施者

を乙及び丙に通知し、甲の職員及び作業実施者が出動する。 

 

（費用の支払い） 

第５条 乙又は丙は、第２条による樹木等除去作業終了後に作業実施者から、当該作

業のために作業実施者の事業所（以下「基地」という。）を出発してから作業

終了後に基地に帰還するまでの期間（以下「作業期間」という。）に当該作業

に要した費用の請求を受けるものとする。 



２ 作業実施者は、作業期間中に実施した当該作業に関する実施内容を乙又は丙

に提示するものとする。 

乙又は丙は、提示された実施内容に基づき、前項の請求を精査し、適当と認

めた時は、速やかに作業実施者に費用を支払うものとする。 

なお、精算や支払い方法に関する具体的な実施事項については、都度協議の

うえ決定するものとする。 

 

（事前対策の実施） 

第６条 甲、乙及び丙は、倒木等による停電、道路寸断等の発生を防止するため、被

害が想定される箇所の事前の情報共有について、協力体制を図るものとする。 

 

（実施責任） 

第７条 第２条による樹木等除去作業の支援に係る関係機関への周知、実施に伴い必

要となる第三者の土地への立ち入り許可及び第三者からの問い合わせ等への対

応は、乙及び丙が責任を持って行うものとする。 

２ 作業実施者への指示は、乙及び丙の要請に応じて甲が行うものとし、作業完

了後、甲は乙及び丙に作業完了の報告を行うものとする。 

３ 作業中に発生した事故への対応は、甲が責任を持って行うものとするが、乙

及び丙からの要請に起因する事故への対応は、乙及び丙が責任を持って行うも

のとする。 

 

（損害賠償） 

第８条 甲、乙及び丙は、本細目協定に違反又はその他自己の責に帰すべき事由によ

り相手方が損失を被った場合、その損害につき、現実に被った直接かつ通常の

損害（特別な事情によって生じた損害は含まない。）に限り賠償するものとする。 

 

（協議） 

第９条 本細目協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲、乙及び丙で協議

のうえ決定するものとする。 

 

本細目協定の証として、この証書３通を作成し、甲、乙及び丙でそれぞれ記名押印

のうえ、各自その１通を保有する。  

 

令和３年８月31日 

 

甲  北海道知事     鈴 木  直 道 

 

 

 

乙  北海道電力株式会社 

            取締役社長    藤 井  裕 

 

 

            丙  北海道電力ネットワーク株式会社 

                取締役社長    藪 下  裕 己 



大規模災害時における道路の通行に支障となる電力設備等の 
除去作業の支援に関する細目協定 

 

 

この細目協定は、北海道（以下「甲」という。）、北海道電力株式会社（以下

「乙」という。）及び北海道電力ネットワーク株式会社（以下「丙」という。）間に

て令和３年８月３１日に締結した「大規模災害時における相互協力に関する基本協定」

第１０条に基づき、乙及び丙が管理する電力設備等により、甲が管理する道路の通行

に支障が生じた際、その早期解消に向けた、迅速かつ着実な作業の推進、連携に関し

て、必要な事項を定めるものである。 

 

（対象区域） 

第１条 道路の通行に支障となる電力設備等の除去作業（以下「電力設備等除去作

業」という。）の支援の対象とする区域は、甲が管理する道道の道路区域のほ

か、道道の通行に支障となる電力設備等の除去を行う周辺の区域とする。 

 

（対象作業） 

第２条 電力設備等除去作業の支援の対象とする作業は、乙及び丙が行う停電復旧作

業のうち道路の通行に支障となる電力設備等の除去作業とする。 

  ２ 前項による除去等を甲が実施する際、乙及び丙は、現場の安全を判断できる

技術員を派遣し、甲は同技術員の要請に基づき、電力設備等除去作業を実施す

ることとする。 

 

（要請の手続き） 

第３条 乙及び丙は、甲に対して電力設備等除去作業の支援を要請する場合は、あら

かじめ次に掲げる事項を明示した「大規模災害時における停電復旧作業の支援

要請書」（別紙第１号様式）を提出するものとする。ただし、文書をもって要

請するいとまがないときは、口頭又は電話で要請できることとし、その後、速

やかに文書を送付するものとする。 

（１）被災の状況 

（２）場所（住所、地図） 

（３）作業内容 

（４）作業希望日時 

（５）現地連絡責任者及び電話番号 

（６）その他必要な事項 

 

（可否の判断） 

第４条 甲は、乙及び丙から電力設備等除去作業の支援の要請を受けた場合は、前条

の各号に定める事項及び道路管理者として優先すべき道道の復旧等他の業務の

状況等により、支援の可否を判断するものとし、支援が可能な場合は、作業実

施者を乙及び丙に通知し、甲の職員及び作業実施者が出動する。 

 

（費用の支払い） 

第５条 乙又は丙は、第２条による電力設備等除去作業終了後に作業実施者から、当

該作業のために作業実施者の事業所（以下「基地」という。）を出発してから

作業終了後に基地に帰還するまでの期間（以下「作業期間」という。）に当該



作業に要した費用の請求を受けるものとする。 

２ 作業実施者は、作業期間中に実施した当該作業に関する実施内容を乙又は丙

に提示するものとする。 

乙又は丙は、提示された実施内容に基づき、前項の請求を精査し、適当と認

めた時は、速やかに作業実施者に費用を支払うものとする。 

なお、精算や支払い方法に関する具体的な実施事項については、都度協議の

うえ決定するものとする。 

 

（事前対策の実施） 

第６条 甲、乙及び丙は、倒木等による停電、道路寸断等の発生を防止するため、被

害が想定される箇所の事前の情報共有について、協力体制を図るものとする。 

 

（実施責任） 

第７条 第２条による電力設備等除去作業の支援に係る関係機関への周知、実施に伴

い必要となる第三者の土地への立ち入り許可及び第三者からの問い合わせ等へ

の対応は、乙及び丙が責任を持って行うものとする。 

２ 作業実施者への指示は、乙及び丙の要請に応じて甲が行うものとし、作業完

了後、甲は乙及び丙に作業完了の報告を行うものとする。 

３ 作業中に発生した事故への対応は、甲が責任を持って行うものとするが、乙

及び丙からの要請に起因する事故への対応は、乙及び丙が責任を持って行うも

のとする。 

 

（損害賠償） 

第８条 甲、乙及び丙は、本細目協定に違反又はその他自己の責に帰すべき事由によ

り相手方が損失を被った場合、その損害につき、現実に被った直接かつ通常の

損害（特別な事情によって生じた損害は含まない。）に限り賠償するものとする。 

 

（協議） 

第９条 本細目協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲、乙及び丙で協議

のうえ決定するものとする。 

 

本細目協定の証として、この証書３通を作成し、甲、乙及び丙でそれぞれ記名押印

のうえ、各自その１通を保有する。  

 

令和３年８月31日 

 

甲  北海道知事     鈴 木  直 道 

 

 

 

乙  北海道電力株式会社 

            取締役社長    藤 井  裕 

 

 

            丙  北海道電力ネットワーク株式会社 

                取締役社長    藪 下  裕 己 



大規模災害時における相互協力に関する基本協定 

 

 北海道（以下「甲」という。）と東日本電信電話株式会社北海道事業部（以下「乙」

という。）は、大規模災害等が発生又は発生するおそれがある場合の相互協力に関

し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模災害等が発生又は発生するおそれがある場合に、甲及び

乙が相互に協力を行い、迅速かつ的確に対応することにより、住民生活の早期

安定を図ることを目的とする。 

 

（災害発生時の情報共有） 

第２条 乙は、大規模災害等が発生又は発生するおそれがある場合には、甲が設置す

る災害対策本部へ情報連絡員を派遣するとともに、甲及び乙で相互に連絡体制

を確立し、連携して通信障害情報等必要な情報の共有に努めるものとする。 

２ 甲及び乙が共有する主な情報は次の各号に定める。 

（１）乙が甲に提供する情報 

ア ニュースリリースの内容 

イ 知り得た道路・河川の被害及び樹木倒壊の状況 

（２）甲が乙に提供する情報 

ア 知り得た道路・河川の被害及び樹木倒壊の状況 

イ 住民から提供された通信障害情報 

ウ 道路啓開、樹木・土砂等の除去状況 

エ 住民が避難している地域、甲が把握している避難場所等 

 

（復旧における相互協力） 

第３条 甲及び乙は、災害活動等に関する作業の実施にあたり、自らだけでは対応が

困難な場合は、それぞれがもつ施設・敷地・資機材・物資・人材等の資源提供

について可能な範囲で相互に協力を行う。 

 

（連絡体制の確立） 

第４条 甲及び乙は、第２条に定める情報共有を迅速に行うため、連絡体制を確立す

る。 

２ 乙は、甲との連絡体制を毎年４月に確認することとし、変更があった場合に

は、直ちに相手方に報告するものとする。 

 

（連携訓練等の実施） 

第５条 甲及び乙は、この協定に定める内容を大規模災害等が発生又は発生するおそ

れがある場合に円滑に行うため、連携訓練等を原則として年１回以上実施する

ものとする。 

    なお、訓練内容等については、甲及び乙で協議のうえ決定する。 

 

（重要施設の優先復旧） 

第６条 通信復旧を優先すべき重要施設は、次のとおりとし、甲は施設リストを乙に

提供する。 

（１）生命の危険に直結する医療施設等 



（２）福祉避難所として開設されている施設 

（３）災害対応の中枢機能となる甲及び市町村等が設置する災害対策本部が存

在する施設 

  ２ 乙は、通信復旧計画の策定にあたっては、前項各号に掲げる重要施設の優先

復旧について十分に配慮しなければならない。ただし、優先順位に沿った通信

復旧が困難な場合は、甲へ報告のうえ、双方で調整を図ることとする。 

 

（秘密の保持） 

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく活動を通じて知り得た秘密情報を他人に開示

又は漏えいしてはならない。 

 

（他の協定等との関係） 

第８条 この協定は、甲及び乙が既に締結している他の相互協力等に関する協定等に

基づく協力内容を妨げるものではない。 

 

（協定の有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結日から１年間とする。 

なお、協定期間が満了する１か月前までに甲及び乙のいずれからも変更又は

解除の申し出がない場合は、この協定期間満了の日の翌日から更に１年間継続

するものとし、以降も同様とする。 

 

（細目協定等の締結） 

第10条 この協定の各条項に定める甲及び乙の役割や具体的な実施事項等については、

甲及び乙の合意により別途細目協定又は覚書を作成し保有するものとする。 

 

（協議） 

第11条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じたときは、甲及び

乙で協議のうえ決定するものとする。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙でそれぞれ記名押印のうえ、

各自１通を保有する。 

 

 

令和３年８月31日 

 

甲  北海道知事     鈴 木  直 道 

 

 

 

 

乙  東日本電信電話株式会社 

            北海道事業部長  阿 部   隆 

 

 

             



大規模災害時における樹木・土砂などの障害物（通信設備を除く）
の除去作業の支援に関する細目協定 

 

 

この細目協定は、北海道（以下「甲」という。）と東日本電信電話株式会社北海道

事業部（以下「乙」という。）間にて令和３年８月３１日に締結した「大規模災害時

における相互協力に関する基本協定」第１０条に基づき、乙が行う通信障害復旧作業

のうち樹木・土砂などの障害物（通信設備を除く）の除去作業にかかる甲の支援に関

して、必要な事項を定めるものである。 

 

（対象区域） 

第１条 通信障害復旧作業のうち樹木・土砂などの障害物（通信設備を除く）の除去

作業（以下「樹木等除去作業」という。）の支援の対象とする区域は、甲が管

理する道道の道路区域及び必要に応じその周辺の区域とする。 

 

（対象作業） 

第２条 樹木等除去作業の支援の対象とする作業は、乙が行う通信障害復旧作業のう

ち樹木・土砂などの障害物（通信設備を除く）の除去作業とする。 

   

（要請の手続き） 

第３条 乙は、甲に対して樹木等除去作業の支援を要請する場合は、あらかじめ次に

掲げる事項を明示した「大規模災害時における通信障害復旧作業の支援要請書」

（別紙第１号様式）を提出するものとする。ただし、文書をもって要請するい

とまがないときは、口頭又は電話で要請できることとし、その後、速やかに文

書を送付するものとする。 

（１）被災の状況 

（２）場所（住所、地図） 

（３）作業内容 

（４）作業希望日時 

（５）現地連絡責任者及び電話番号 

（６）その他必要な事項 

 

（可否の判断） 

第４条 甲は、乙から樹木等除去作業の支援の要請を受けた場合は、前条の各号に定

める事項及び道路管理者として優先すべき道道の復旧等他の業務の状況等によ

り、支援の可否を判断するものとし、支援が可能な場合は、作業実施者を乙に

通知し、甲の職員及び作業実施者が出動する。 

 

（費用の支払い） 

第５条 乙は、第２条による樹木等除去作業終了後に作業実施者から、当該作業のた

めに作業実施者の事業所（以下「基地」という。）を出発してから作業終了後

に基地に帰還するまでの期間（以下「作業期間」という。）に当該作業に要し

た費用の請求を受けるものとする。 

 



２ 作業実施者は、作業期間中に実施した当該作業に関する実施内容を乙に提示

するものとする。 

乙は、提示された実施内容に基づき、前項の請求を精査し、適当と認めた時

は、速やかに作業実施者に費用を支払うものとする。 

なお、精算や支払い方法に関する具体的な実施事項については、都度協議の

うえ決定するものとする。 

 

（事前対策の実施） 

第６条 甲及び乙は、倒木等による通信障害、道路寸断等の発生を防止するため、被

害が想定される箇所の事前の情報共有について、協力体制を図るものとする。 

 

（実施責任） 

第７条 第２条による樹木等除去作業の支援に係る関係機関への周知、実施に伴い必

要となる第三者の土地への立ち入り許可及び第三者からの問い合わせ等への対

応は、乙が責任を持って行うものとする。 

２ 作業実施者への指示は、乙の要請に応じて甲が行うものとし、作業完了後、

甲は乙に作業完了の報告を行うものとする。 

３ 作業中に発生した事故への対応は、甲が責任を持って行うものとするが、乙

からの要請に起因する事故への対応は、乙が責任を持って行うものとする。 

 

（損害賠償） 

第８条 甲及び乙は、本細目協定に違反又はその他自己の責に帰すべき事由により相

手方が損失を被った場合、その損害につき、現実に被った直接かつ通常の損害

（特別な事情によって生じた損害は含まない。）に限り賠償するものとする。 

 

（協議） 

第９条 本細目協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲及び乙で協議のう

え決定するものとする。 

 

本細目協定の証として、この証書２通を作成し、甲及び乙でそれぞれ記名押印のう

え、各自その１通を保有する。  

 

 

令和３年８月31日 

 

甲  北海道知事     鈴 木  直 道 

 

 

 

乙  東日本電信電話株式会社 

            北海道事業部長  阿 部   隆 

 

 

             



大規模災害時における道路の通行に支障となる通信設備等の 
除去作業の支援に関する細目協定 

 

 

この細目協定は、北海道（以下「甲」という。）と東日本電信電話株式会社北海道

事業部（以下「乙」という。）間にて令和３年８月３１日に締結した「大規模災害時

における相互協力に関する基本協定」第１０条に基づき、乙が管理する通信設備等に

より、甲が管理する道路の通行に支障が生じた際、その早期解消に向けた、迅速かつ

着実な作業の推進、連携に関して、必要な事項を定めるものである。 

 

（対象区域） 

第１条 道路の通行に支障となる通信設備等の除去作業（以下「通信設備等除去作業」

という。）の支援の対象とする区域は、甲が管理する道道の道路区域のほか、

道道の通行に支障となる通信設備等の除去を行う周辺の区域とする。 

 

（対象作業） 

第２条 通信設備等除去作業の支援の対象とする作業は、乙が行う通信障害復旧作業

のうち道路の通行に支障となる通信設備等の除去作業とする。 

  ２ 前項による除去等を甲が実施する際、乙は、現場の安全を判断できる技術員

を派遣し、甲は同技術員の要請に基づき、通信設備等除去作業を実施すること

とする。 

 

（要請の手続き） 

第３条 乙は、甲に対して通信設備等除去作業の支援を要請する場合は、あらかじめ

次に掲げる事項を明示した「大規模災害時における通信障害復旧作業の支援要

請書」（別紙第１号様式）を提出するものとする。ただし、文書をもって要請

するいとまがないときは、口頭又は電話で要請できることとし、その後、速や

かに文書を送付するものとする。 

（１）被災の状況 

（２）場所（住所、地図） 

（３）作業内容 

（４）作業希望日時 

（５）現地連絡責任者及び電話番号 

（６）その他必要な事項 

 

（可否の判断） 

第４条 甲は、乙から通信設備等除去作業の支援の要請を受けた場合は、前条の各号

に定める事項及び道路管理者として優先すべき道道の復旧等他の業務の状況等

により、支援の可否を判断するものとし、支援が可能な場合は、作業実施者を

乙に通知し、甲の職員及び作業実施者が出動する。 

 

（費用の支払い） 

第５条 乙は、第２条による通信設備等除去作業終了後に作業実施者から、当該作業

のために作業実施者の事業所（以下「基地」という。）を出発してから作業終

了後に基地に帰還するまでの期間（以下「作業期間」という。）に当該作業に

要した費用の請求を受けるものとする。 



２ 作業実施者は、作業期間中に実施した当該作業に関する実施内容を乙に提示

するものとする。 

乙は、提示された実施内容に基づき、前項の請求を精査し、適当と認めた時

は、速やかに作業実施者に費用を支払うものとする。 

なお、精算や支払い方法に関する具体的な実施事項については、都度協議の

うえ決定するものとする。 

 

（事前対策の実施） 

第６条 甲及び乙は、倒木等による通信障害、道路寸断等の発生を防止するため、被

害が想定される箇所の事前の情報共有について、協力体制を図るものとする。 

 

（実施責任） 

第７条 第２条による通信設備等除去作業の支援に係る関係機関への周知、実施に伴

い必要となる第三者の土地への立ち入り許可及び第三者からの問い合わせ等へ

の対応は、乙が責任を持って行うものとする。 

２ 作業実施者への指示は、乙の要請に応じて甲が行うものとし、作業完了後、

甲は乙に作業完了の報告を行うものとする。 

３ 作業中に発生した事故への対応は、甲が責任を持って行うものとするが、乙

からの要請に起因する事故への対応は、乙が責任を持って行うものとする。 

 

（損害賠償） 

第８条 甲及び乙は、本細目協定に違反又はその他自己の責に帰すべき事由により相

手方が損失を被った場合、その損害につき、現実に被った直接かつ通常の損害

（特別な事情によって生じた損害は含まない。）に限り賠償するものとする。 

 

（協議） 

第９条 本細目協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲及び乙で協議のう

え決定するものとする。 

 

本細目協定の証として、この証書２通を作成し、甲及び乙でそれぞれ記名押印のう

え、各自その１通を保有する。  

 

 

令和３年８月31日 

 

甲  北海道知事     鈴 木  直 道 

 

 

 

乙  東日本電信電話株式会社 

    北海道事業部長  阿 部   隆 



資料８－２（10－９）
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